
＜事業の概要・目的＞
○海外市場に活路を見出そうとする中小企業・小規模事業者の本
格的な海外展開に向けた戦略策定や販路開拓につなげるため、F/S
（実現可能性調査）支援に加え、Webサイトの外国語化等を支援
します。

（１）海外展開における事業計画策定のため、国内での事前の
情報収集等について効果的なアドバイスを行います。

（２）海外現地に精通した中小企業基盤整備機構の専門家又
はコンサルティング企業などが現地調査に同行し、事業計
画策定のために必要な調査費用の補助を行います。（輸
出の場合、現地調査に係る費用補助はありません。）

（３）専門家が効果的なWebサイト作成に向けたアドバイスを行
うとともに、Webサイトの外国語化に係る費用の補助を行
うなど、中小企業・小規模事業者がＩＴを活用した効率
的・効果的な海外販路の構築を行えるよう支援します。

＜支援内容＞
補助対象者：中小企業・小規模事業者
補助上限額：直接投資の場合 140万円（補助率1/2）

輸出の場合 50万円（補助率1/2）
補助対象経費：市場調査費、海外旅費（直接投資の場合のみ）、

通訳費、翻訳費、Webサイト構築費

※平成29年度予算：中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業（23.9億円の内数）

＜事業イメージ＞

お問い合わせ先：中小企業基盤整備機構
http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/fs/069550.html

海外ビジネス戦略推進支援事業

＜公募スケジュール＞
２月２８日（火）～４月２８日（金） 一次公募
５月１５日（月）～６月３０日（金） 二次公募 中小企業・小規模事業者

①専門家によるアドバイス
②補助

・ 海外での現地調査支援
（採択企業の海外旅費も含む）

専門家アドバイスのもと、各事業者に以下の海外展開初期段階での一貫
した支援メニューを提供します。
【支援メニュー】
〔輸出の場合〕

・ 国内での事業計画策定支援

・ Webサイト構築支援

※輸出の場合、自費での海外現地調査に専門家を随行させ、現地調査
を行うことが可能です。

〔直接投資の場合〕

・ 国内での事業計画策定支援

中小企業基盤整備機構
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＜事業の概要・目的＞
○海外取引の開始によって売上高の増加等に結び付けた企
業が多く存在する一方、現地における経営環境の悪化等に
より、進出先での事業再編を余儀なくされる企業も存在して
います。

○さらに、海外における事業再編の経験の少ない中小企業が、
自社単独で、多岐にわたりかつ専門的な知見を要する事業
再編を行うことは、経験や情報不足の観点から困難となって
います。

○そこで、海外子会社の経営に課題を抱えている中小企業
（国内親会社）に対し、専門家による経営診断及び市場
調査等を通して、事業再編に資する選択肢※を提案するこ
とにより、当該課題の解決の推進を支援します。
※選択肢とは、具体的な経営改善の方策や撤退・縮小、第三国への
移転等のことを指します。

＜事業イメージ＞

＜支援内容＞
支援対象者：海外子会社に課題※を抱えている中小企業

（国内親会社）
※課題とは、財務状況、経営状況（経理管理、人事・労務面等）、共
同経営者・行政機関との関係（税務面等）に困難を抱えている場合
を指します。

補助上限額：160万円（補助率2/3）
補助対象経費：調査費、旅費、翻訳費、通訳費等
※資金繰り、現地での具体的な事業再編手続（清算等）については、
本事業の支援の範囲外とします。

国内海外

①経営診断・調査
（海外子会社の管理
状況等）
②事業再編に資する
選択肢の提案

海外子会社 国内親会社

＜公募スケジュール＞
２月２８日（火）～４月２８日（金） 一次公募
５月１０日（水）～６月３０日（金） 二次公募

「選択肢」
⇒経営改善方策、撤退・縮
小、第三国への移転等

①経営診断・調査
（海外子会社の経
営状況等）

お問い合わせ先：中小企業基盤整備機構
http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/information/092443.html

海外事業再編戦略推進支援事業

事業再編の経験や専門的な知見
（財務、法務、労務、マーケティング
等）を有する専門家

中小企業基盤整備機構

※平成29年度予算：中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業（23.9億円の内数）
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